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予算編成につなげていくことがポイントと考えられます

セグメント情報の作成と予算編成への反映

予算編成への
反映
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 大規模な施設整備とそれらの維持管理に多額の財源が必要になるとともに、発
電事業の実施や財源の一部に受益者負担も想定される

 家庭系ごみや事業系ごみ、大型ごみ、分別収集など、対象や範囲が多岐に分か
れるとともに、受益者負担（手数料）の有無や金額も異なる

 直営、業務委託、一部事務組合での運営など、事業の実施方法も多様であり、
在り方の検討を行う団体も少なくない

 救急需要が増加傾向にある中、庁舎や救急車両の整備や維持管理のみならず、
救急隊員をはじめとした人件費を含む多額の経費を要する

 直営のみならず、一部事務組合で実施している団体も少なくなく、消防も含めた
広域的な連携の検討を行う団体もある

 自団体の施設で実施する団体もあれば、医療施設で受診する住民に対して利
用券を配付する団体があるなど、実施手法が多様である。

 乳幼児健診から、成人健診、がん検診など、健診の種類も豊富にあり、団体に
よって実施の有無、対象年齢や回数などに違いがある

廃棄物収集
処理事業

健診事業

救急事業

全国の地方公共団体における予算編成につなげていく視点で有用な
事業を選定し、検討していくことが効果的と考えます
選定事業（例）

事業別セグメント情報を作成（原価計算を実施）する事業として、全国のほとんどすべての市区町村で実
施されている事業の中から、その実施に多額の行政コスト（人件費、物件費、負担金など）を要し、かつ多
様な手法等が存在する事業を選定することが有用と考えられます
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